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テーマ・・・（ヒト）クローンからの救世主兄弟についての法的アプローチ
テーマを選んだ理由・・・NHK放送の「救世主兄弟」を見て、現在世界中で盛んに研究が行われているクローン研究について倫理的な問題はもちろん、法的な問題（憲法、民法あたり）に焦点を当てて考えてみたいと思い、このテーマにした。
発表の仕方・・・初めに、（ヒト）クローンについての考察をする。・・・クローンとして生まれてきた子供に人権はみとめられるか？など、クローンとして生まれてきた子供の立場、クローンをされた人間の立場、クローン研究者の立場等、さまざまな立場から考えてみるのも一つの手段。
　また、政府見解・法令、法規からはじまり、学会や一般人の意見を紹介していくのもおもしろいかもしれない。
　世界各国のクローンに対する考え方・法律を紹介してみる。・・・etc
　・・・以上、クローンについて紹介した後、「救世主兄弟」について、NLDとしての見解を示してみる。（救世主兄弟については、文献がほとんど無く、インターネットにおける個人の感想がほとんどを占めているため）
このほかにもやり方はたくさんあるはず。
その発表の意義・・・現在、多くの議論が交わされているクローンが、近い将来実用化されるのはほぼ間違いない。（すでにクローン羊のドリーが生まれている。）「人」がそのままコピーされるまではいかなくとも、人の一部である内臓を豚などの動物につくらせる場合など、さまざまなケ－スが考えられる。
そこで、多くの人にクローンを倫理的な側面からだけではなく、法律という側面からもこの発表を通して考えてもらいたいと思う。そうすることによって、クローンに対する考え方を国家と人、人と人など、社会全体の新たな問題として考えることができるようになれば、この発表の意義は十分に果たせたと言える。
救世主兄弟・・・ある子供（大人は微妙）に何かの障害があったとして、その障害を治すために、その障害のある子と全く同じ遺伝子を持つ幹細胞を選び大きく成長させた子供のこと。やってることはほとんどクローンと同じ。
先端生命科学技術規制の憲法問題
先端生命科学技術研究の自由も憲法23条の学問の自由によって保障されていることは、自由な研究が学問の自由を支える不可欠の基礎である以上、異論なく認められるとされる。その意味で、研究の自由は、学問の自由とともに精神的由の一つに含まれ、その規制の合憲性は厳格に審査されることとなろう。17
研究の自由が憲法上保障されるとしても、それは無制限ではなく、とりわけ先端生命科学技術研究は、前述したように安全面や倫理面の問題があることから、研究内容・方法に関してさまざまの制限がありうる。
17 戸注1・83 頁。ただし、戸波教授は、研究の自由の現代社会での「現実の機能」にかんがみ、研究の自由を直ちに精神的自由の一つに含めることには問題があるとする。研究自由の「現実の機能」として、戸波教授は、①多額の費用を要する研究が国家の財政援助なくしては成り立たなくなっていること、②特に応用分野での科学技術研究は企業の研究所でなされ、研究結果が企業の収益と結びつくことによって財産権に転化していること、③研究者の地位が、大学・公私立の研究所・企業の研究所などさまざまであることを挙げる。
Ex・・・ヒトに関するクローン技術等の規制に関する法律（以下クローン規制法）
　　　　　（平成十二年十二月六日法律第百四十六号）
憲法１３条の規定する幸福追求権として、不妊治療の一手段としてクローン技術を使う権利は認められると考えることは可能であり、自己決定権を保障した場合、クローン規制法は違憲になってしまうのではないか。また、救世主兄弟の場合はどうか。
＜判例について＞
もちろん、クローンをめぐっての判例はない。しかし、問題点をピックアップ（例えば、自己決定権・学問の自由・人格権・人権など）し、それに関連づけて考察していくことは可能である。
（大東文化大学、下山重幸教授は、「クローン技術と憲法１３条の射程」において、「エホバの証人」事件において、クローン技術と自己決定権を結びつけている。http://ci.nii.ac.jp/naid/110006177395）
また、各国において、クローンについての規制はさまざまである。
日本・・・ヒトに関するクローン技術等の規制に関する法律で規制
アメリカ・・・下院がヒト・クローニングを包括的に禁止する法案を可決（2001 年7 月）したが、2003 年1 月現在、上院では禁止法は可決されていない。州レベルでは28 州がヒト・クローンを禁止するなどの規制を行う法律を制定
イギリス・・・上院が生殖目的のヒト・クローンのみを禁止する法律を可決（2001 年1月）
ドイツ・・・胚保護法（1990 年12 月）［ヒトのクローン個体の産生の禁止］

　　　　　　研究の遅れに配慮し、連邦議会は研究のためにES 細胞を外国から輸入する
ことを認めた（2002 年12 月）。
ヨーロッパ・・・欧州憲法条約草案に人間の尊厳、生命に対する権利、人の一体性の権利、優生学的行為・人間の再生的クローニングの禁止の尊重などが盛り込まれたが未批准（条文は39 頁に掲載）
＜憲法との具体的問題＞
人クローンの産生には、特定の遺伝的形質を複製することによって個人の尊厳を侵害するという、この行為に特有の問題がある。およそ個人は独自の人格を持った一回限りの存在として尊重されなければならない。憲法（13 条・24 条）のいう「個人としての尊重」「個人の尊厳」も、当然にこの趣旨を含むものと考えられる。よって、クローンは憲法違反になるのか。
ヒトに関するクローン技術等の規制に関する法律

「（第一条・目的）この法律は、ヒト又は動物の胚又は生殖細胞を操作する技術のうちクローン技術ほか一定の技術（以下「クローン技術等」という。）が、その用いられ方のいかんによっては特定の人と同一の遺伝子構造を有する人（以下「人クローン個体」という。）若しくは人と動物のいずれであるかが明らかでない個体（以下「交雑個体」という。）を作り出し、又はこれらに類する個体の人為による生成をもたらすおそれがあり、これにより人の尊厳の保持、人の生命及び身体の安全の確保並びに社会秩序の維持（以下「人の尊厳の保持等」という。）に重大な影響を与える可能性があることにかんがみ、クローン技術等のうちクローン技術又は特定融合・集合技術により作成される胚を人又は動物の胎内に移植することを禁止するとともに、クローン技術等による胚の作成、譲受及び輸入を規制し、その他当該胚の適正な取扱いを確保するための措置を講ずることにより、人クローン個体及び交雑個体の生成の防止並びにこれらに類する個体の人為による生成の規制を図り、もって社会及び国民生活と調和のとれた科学技術の発展を期することを目的とする。」
＜参考文献＞
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